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要旨：L 字形に 4 分割された薄肉鋼板の端部を折り曲げてリブを付設させ，これに繊維シートを貼り付けた

せん断補強材により外殻構造を形成させた合計 4 体の RC 造柱について，せん断挙動の把握を目的とした逆

対称曲げせん断実験を行った。その結果，変形角 =R 15×10-3rad 時に脆性的なせん断破壊を示した比較用の

帯筋タイプ試験体に対して，4体ともに変形角 =R 33×10-3radに至っても顕著な耐力低下を示すことなく変形

性状に優れた挙動を示した。せん断抵抗要素としては，鋼板の横リブ部，鋼板ウェブ部並びに繊維シートに

作用する引張力が累加されたトラス機構が形成されている旨が実験検証から明らかとなった。 
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1. はじめに 

 筆者らはせん断強度が不足する既存鉄筋コンクリート

造（以下，RC造とする）柱に対して，L字形に4分割又は

コの字形に2分割した薄肉鋼板を溶接せずに重ね継ぎ手

し，これに繊維シートを貼り付けて柱の外周を巻き立て

補強した際の実験を幾つか行ってきた。その結果，分割

鋼板の相互にずれが生じることで繊維シートの引張抵抗

を高め，2つの材の複合効果を伴って発揮する横拘束機構

によって，この工法は既存柱に不足するせん断強度のみ

ならず曲げ強度までも向上できることが明らかとなった

以上，例えば1)
。そうした複合効果は，新規建築物における柱

へのせん断補強材としての適用の可能性も秘めているが，

その際には構造型枠としても使用できれば工期・工費に

対してもより合理的である。 

 以上の背景に対して本研究では，上記の補強方法を既

存柱及び新規建築物の柱の双方に対して利用するための

模索として，鋼板に改良を加えた上で型枠材として使用

した際のパイロット実験を実施し，2つの材料のせん断補

強材により外殻構造を形成させた際のせん断挙動を調べ

たものである。鋼板に施した具体的な改良点は，写真－1

に示すようにL字形に加工した鋼板の端部を折り曲げ，

縦横のリブを付設したことである。また，既往の研究に

おける鋼板は横方向のみに分割していたが，今回は縦方

向も2分割している。これらを柱外周部にブロック状に積

み重ねた後に繊維シートを貼り付けて型枠材を構成させ

ている。ここで，設計方針そのものは，本補強材により

せん断破壊を防止することを前提としている。 

 

2. 試験体 

 表－1 に試験体一覧を，図－1 に試験体の概要を示す。

表－2は使用材料の機械的性質である。 

 試験体は，断面 300mm×300mm，高さ 600mmの外周を

分割鋼板及び繊維シート巻きによりせん断補強した RC

造柱である。鉄筋は主筋 12－D19（材質 SD490）のみが

配筋され，鋼板及び繊維シートによるせん断補強効果を

把握するため帯筋は設けていない。コンクリート設計 

基準強度は，本方法を既存 RC 造柱への耐震補強として

の使用も視野に入れ Fc＝18[N/mm2]とした。鋼板は厚さ

st =1.6mm の電気亜鉛メッキ鋼板による薄肉材，繊維シ

ートは布状に編み込んだ 1方向シートである。なお，本

論文では，これらせん断補強材を型枠材として使用して

いるが，写真－1 にもあるように 1 個の分割鋼板の形状

は L－150mm×150mm×300mmであり，横方向に 4 分割，
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写真－1 リブ付き L字形分割鋼板 
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縦方向に 2分割された合計 8個が積層されている。鋼板

端部の折り曲げ長さ（リブ幅： rd ）は，縦方向及び横方

向ともに 25mmである。 

 試験体構成は，繊維シートの種類（厚さ ft =0.357mm

のポリエチレン繊維，厚さ ft =0.193mmのアラミド繊維），

繊維シートの貼り付け方向（横方向のみとしたもの，縦

横の 2方向としたもの）を変えた 4体に，比較用として

繊維シートを貼り付けず分割鋼板のみとした 1 体及び本

補強材を使用せずに No.1～No.4 と補強量を等しくした

帯筋配筋（D10＠75，材質 SD295A）の 1体による合計 6

体である。なお，繊維シートの貼り付け方向を縦横の 2

方向とした 2 体の試験体は，柱全周に幅 150mmの繊維

シートを縦方向に 1 層貼り付けた後に横方向を貼り付け

ている。横方向への貼り付けは，いずれも高さ中央部に

幅 300mmを 1 層，柱頭柱脚の両端部に幅 150mmを 2層

としている。使用した接着剤は，アクリル系樹脂である。 

3. 実験概要 

 加力は，図－2 に示す加力装置を用いて逆対称モーメ

ントによる正負交番繰り返し載荷を行った。その際，軸

力によるせん断強度上昇を防ぐため軸力は載荷してない。

繰り返しサイクルは，表－3 に示す変形角を 1 回ずつと

した。変形角 R は，柱頭部及び柱脚部の片側一側面に設

置した電気式変位計の相対変位 δ を測定間高さ 500mm

で除した値である。なお，本実験では試験体にスタブを

設けておらず，柱頭及び柱脚部に跳ね出した主筋にプレ

ートナットを取付けて加力装置に試験体を緊結する方法

を採っている。ひずみは，主筋，鋼板及び繊維シートに

ついてであり，その測定位置は図－1中及び図－3に示し

てある。試験体 No.6では，図－3でいうところの 1fε ～

5fε と同じ位置に配筋された帯筋ひずみを測定した。 

表－1 試験体一覧 

種類など

貼付け

方向

No.1 横 22.1

No.2 縦横 22.1

No.3 横 21.5

No.4 縦横 21.5

No.5 ― ― 22.7

No.6
D10＠75
(SD295A)

― ― ― 23.2

繊維シート

寸法

[mm]

  ポリエチレン

･厚さ

  tf=0.357mm

  アラミド

･厚さ

  tf=0.193mm

主筋

―

電気亜鉛

メッキ鋼板

･厚さ

 ts=1.6mm

帯筋

試験体

記号

300
×

300
×

600

12-D19
(SD490)

σ
B

[N/mm2]
鋼板

 
(注)コンクリート設計基準強度は Fc18[N/mm

2

]であり，表中には 

  実験時圧縮強度σ
B

を示した。 

 
図－1 試験体の概要(単位：mm) 

表－2 使用材料の機械的性質 

種類

降伏強度

[N/mm

２

]

降伏ひずみ

[×10

-6

]

ヤング係数

×10

5

[N/mm

２

]

引張強度

[N/mm

２

]

伸び

[％]

D10 347 182 1907 483 26

D19 529 191 2770 691 23

鋼板 201 192 1047 306 40

ポリエチレン ― ― 88 2250 ―

アラミド ― ― 118 2060 ―  
(注)ポリエチレン及びアラミドの値は，規格値を示す。 

 

図－2 加力方法(単位：mm) 

 
表－3 加力サイクル（単位：×10

-3

rad） 

サイクル 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13

R 0.8 1.3 1.7 2.5 3.3 4.2 5.0 6.3 8.3 12.5 16.7 25 33
 

図－3 ひずみ測定位置(単位：mm) 
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4.実験結果 

4.1 破壊状況 

 写真－2 に，代表試験体による実験終了後の損傷状況

を示す。 

 繊維シートをポリエチレンとした試験体 No.1 及び

No.2では，加力前の段階において繊維シートへの接着剤

含浸不足があり，加力中においては =R 20×10-3radを超

えた付近で写真－2(a)に示す繊維シートはらみ出しが生

じることとなった。繊維シートをアラミドとした試験体

No.3及びNo.4ではその様なはらみ出しが生じておらず，

ポリエチレン繊維とアクリル系樹脂との含浸性に対する

問題点が挙げられた。いずれにしても試験体 No.1～No.4

では，繊維シートの破断など脆性的な破壊をもたらす損

傷は実験終了時まで生じていない。実験終了後にせん断

補強材を切り出したところ，写真－2(b)に示すように外

周部コンクリートにせん断ひび割れが発生していた。

=R 33×10-3radの時点での主筋ひずみが1200μ程度であ

ったことも含めて，破壊性状そのものはせん断破壊と判

断した。ただし，せん断ひび割れそのものは主筋内部（以

下，コアコンクリートとする）までは達しておらず，  

写真－2(c)にあるようにコアコンクリートの損傷は軽微

であった。また，写真－2(c)の状態とする際には，縦横

リブで囲まれた鋼板内部にコンクリートも一体となって

はがれ落ち，コンクリートがリブ部に拘束され外殻構造

を形成している様相にあった。 

 縦横リブを有する鋼板により外殻構造を形成していた

旨の様子は，鋼板のみとした試験体 No.5でも同様であっ

た。ただし，同試験体では，写真－2(d)に示すようにコ

アコンクリート内を貫通するせん断ひび割れが発生して

おり，コンクリートは玉石状となっていた。従って，コ

アコンクリートの損傷防止は繊維シートを併用すること

で発揮できるといえる。ただ，帯筋タイプの試験体 No.6

では写真－2(e)に示す脆性的なせん断破壊となっており，

鋼板のみでも脆性破壊を防止できる効果は有していた｡ 

 以上のことから，本工法におけるリブ部はコンクリー

ト中に定着されることになるが，そのリブ部は鋼板の面

外剛性を高めるので薄肉鋼板であってもコンクリートに

対する横拘束効果が帯筋より向上し，結果，せん断破壊

の損傷を抑制できたと考える。 

4.2 履歴曲線 

 図－4に試験体 No.1～No.4の履歴曲線を示す。図中に

は，鋼板に貼付したひずみゲージ測定値 siε から判断し

た横リブ部及びウェブ部（それぞれ，式(1a)，式(1b)）の

引張降伏時をプロットしてある。また，式(1c)で示すせ

ん断ひずみ測定値から求まるせん断応力度が 3/sσ に

達したときの鋼板せん断降伏時もプロットしてある。 

   ( ) s32ssr /2E σεεσ ≦
ｓｓ

+×=′′          (1a) 

   ( ) s41ssw /2E σεεσ ≦
ｓｓ

+×=′′         (1b) 

   3/G ssss σγτ ≦×=′′             (1c) 
 
   sγ ：せん断ひずみ＝ ( ) ( )[ ] 28765 /

ｓｓｓｓ
εεεε −+−  

   sG ：鋼板のせん断弾性係数で， =sG ( )ν22Es +/  

   sE ， sσ ：鋼板ヤング係数，降伏強度（表－2） 

   ν ：ポアソン比で 0.3を採用  
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(a)ポリエチレン繊維シート

　  横貼りのみ
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図－4 履歴曲線(試験体 No.1～No.4) 

   

   (a)No.1        (b)No.2        (c)No.2 

     
   (d)No.5          (e)No.6 

写真－2 実験終了後の損傷状況 
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図において， =R 5×10-3radまではノーマルバイリニア型

に近い履歴形状を示しており，履歴エネルギーに優れて

いた。その後は =R 10×10-3rad前後に横リブ部が引張降

伏し， =R 25×10-3rad～33×10-3rad にかけて最大耐力に

達した。最大耐力後の耐力低下も殆ど見られず，変形性

能を有したせん断破壊となっていた。図－5 は，試験体

No.5及び No.6の履歴曲線である。図より，試験体 No.5

も =R 5×10-3rad までは履歴エネルギーに優れた曲線形

状を示していた。また，図－6に示した包絡線比較より，

=R 5×10-3radまでの耐力は試験体 No.1～No.4とさほど

違いがない。しかし，最大耐力が =R 17×10-3rad時に得

られ，かつ，その後も顕著な耐力低下を示し変形性状が

大きく異なることとなった。試験体 No.6は，帯筋が降伏

した =R 5×10-3radまで履歴曲線形状は直線的であり，一

旦，剛性が低下するものの耐力は右上がりに増加し続け

た。その中で得られた最大耐力は試験体 No.1～No.4と大

きな違いはないが，正側 =R 15×10-3rad時に脆性的なせ

ん断破壊が生じ変形性能に極めて乏しい挙動を示した。 

 ここで，試験体 No.3及び No.4では横リブ部のほかに

ウェブ部の引張降伏及び鋼板せん断降伏が確認されたが，

試験体 No.1 及び No.2 は未降伏であった。試験体 No.5

も未降伏であったことから，試験体 No.1及び No.2では

繊維シートへの接着剤含浸不足の影響により繊維シート

のせん断抵抗が十分に発揮できず，それに伴って鋼板の

せん断抵抗も低下したことが考えられる。繊維貼り付け

方向の比較としては，図－6 よりポリエチレン繊維及び

アラミド繊維ともに貼り付け方向の差が殆どなく，繊維

の縦貼りはむしろ不要と判断される。 

4.3 ひずみ性状 

 図－3 で示した位置で測定したひずみのうち，高さ中

央にある横リブ部（ s2ε ， s3ε ）及びウェブ部（ s1ε ， s4ε ）

に関する鋼板ひずみと変形角の関係を図－7 に示す。図

は代表例であり，包絡線で図示してある。 

 図より履歴曲線形状がノーマルバイリニア型を示した

=R 5×10-3rad 近傍まで横リブ部及びウェブ部ともにひ

ずみが発現していなかった。しかし，その直後にはひず

みが急増することとなり鋼板が分割されていてもせん断

抵抗に寄与している様子が伺える。その際，横リブ部の

引張ひずみは， =R 10×10-3rad前後に降伏に達していた。

従って，リブを有さない分割鋼板を重ね継ぎ手させた筆

者らの既往の工法では，鋼板が分割されていることによ

るせん断抵抗寄与率を表す低減係数 sα として sα ＝1/3

を鋼板降伏強度に乗じて評価してきたが，横リブ部のせ

ん断抵抗に対しては sα ＝1 を見込める可能性がある。 

一方，ウェブ部のひずみは横リブ部に比べて小さく，

=R 10×10-3radの時点で降伏ひずみの 50％程度である。 

 以上から，既往の工法も含め薄肉材による分割鋼板の

せん断抵抗機構としてウェブ部はもともとせん断抵抗に

あまり関与しておらず，リブを設けることでせん断抵抗

を増大させることができるといえる。すなわち，横リブ

部はコンクリート中に定着されることでコアコンクリー

トと一体となった外殻構造を形成し，このとき横リブ部

に帯筋と同様なフープテンションが作用することでせん

断抵抗の向上に貢献したと考える。 

 なお，図－7中に示した試験体 No.5では横リブ部のひ

ずみがさほど発現しておらず，鋼板のみではせん断抵抗

が十分に発揮できていない。本工法では，繊維シートと
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図－5 履歴曲線(試験体 No.5，No.6) 
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図－6 包絡線による比較 
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図－7 鋼板のひずみと変形角の関係 

-100-



 

の併用を前提としているため鋼板を単独で用いることは

ないが，逆をいえば繊維シートとの複合効果の重要性が

認識できた。すなわち，鋼板に生じた引張応力度はその

外周に貼り付けた繊維シートに伝達され，繊維シートも

鋼板とともにせん断抵抗を担うことになる。既往の研究

より

1)
，繊維シート単独巻きと比べて鋼板相互にずれが

生じる際に変形適合条件から繊維シートに生じる引張応

力度が大きくなることが既にわかっている。そうした結

果に対して，本工法における繊維シートのひずみを図－7

と同様にして図示した図－8 において，高さ中央部近傍

のひずみ f2ε ～ f4ε は =R 5×10-3rad以降に大きく増大し，

=R 10×10-3rad時には耐震補強を対象とした文献 2 の設

計ひずみ fdε （＝0.7％）に達している。一方，連続繊維

補強されたRC造部材を対象とした文献 3の指針案では，

fdε を式(2)で求めることとなっており，その fdε はポリ

エチレン繊維及びアラミド繊維ともに fdε ≒0.9％となる

が，図－8 の傾向を見る限り式(2)を用いても良い旨が判

断される。 

   Bfdffd /EP000200090 σε ⋅−= ..        (2) 

   fP ：式(3)参照， fdE ：繊維シートの規格ヤング 

   係数， Bσ ：コンクリート圧縮強度 

なお，同図において，柱頭･柱脚部は繊維シートが 2層巻

きされており，その部分のひずみ値（ f1ε ， f5ε ）は，1

層巻き部分のひずみ値の 1/2程度であった。 

 

5.計算値せん断力と実験値せん断力の関係 

5.1 検討に用いた終局せん断強度式 

 4章の結果から，本工法による試験体 No.1～No.4は帯

筋タイプの試験体 No.6 と比較して最大耐力そのものは

大きな違いがないが，鋼板に付設したリブによりコアコ

ンクリートへの横拘束効果が発揮され，せん断破壊を抑

制することで変形性能を有したせん断挙動を示すことが

わかった。そうした特長を有する本試験体の最大耐力に

ついて，本章では計算値との関係を調べた。 

 一般に，RC造柱のせん断抵抗を表すモデルとして，

トラス・アーチ機構を用いて説明した塑性理論

4)
がある。

文献 3の指針案も文献 4の終局せん断強度式を準用して

いる。ここでは，同式を用いた計算値と実験値の関係を

調べる。なお，トラス機構は，式(3)で示すように鋼板横

リブ部を帯筋と見なし，鋼板ウェブ部及び繊維シートに

作用する引張力との累加とした。その際にトラス機構の

角度は，45度一定とする tφcot =1を仮定した。ここで，

式(3)では， sfsfP σ⋅ ≦ 2Bc /σν ⋅ の条件が適用される。 

   afswsrsfa QQQQQ +++=          (3) 

   srQ ：リブ部の負担せん断力で ssrt PjB σ⋅⋅⋅=  

   swQ ：ウェブ部の負担せん断力で sswt PjB σ⋅⋅⋅=  

   fQ ：繊維シートの負担せん断力で fft PjB σ⋅⋅⋅  

   ( ) Bca DB150Q σνβθ ⋅⋅⋅⋅−⋅= tan.  

   B ，D：柱幅及び柱せい， ）（ Bcsfsf /P2 σνσβ ⋅⋅=  

   tj ：最外縁主筋の鉄筋間距離 

   20070 Bc /. σν −=  

   H/D1H/D 2 −+= ）（θtan ， H ：内法高さ 
   ffsswssrsfsf PPPP σσσσ ′′⋅′′⋅′′⋅=⋅ ＋＋  

   ( )rrssr HBdt4P ⋅⋅= / ， Bt2P ssw /= ， Bt2P ff /= で， 

   srP ， swP ， fP は，それぞれ横リブ部，ウェブ部 

   及び繊維シートの補強量で，st 及び ft は鋼板及び 

   繊維シートの厚さ， rd と rH は横リブの幅と間隔 
 
5.2 ひずみ測定値を用いた計算値と実験値との関係 

 本節では，試験体 No.1～No.4 を対象に，式(3)の計算

において鋼板降伏強度 sσ ′′ に式(1a)及び式(1b)より求まる

実応力度を用いて検証する。同様に，繊維シートの引張

強度 fσ ′′ もひずみ測定値をもとに式(4)を代入した。 

   ( ) f4f3f2ffdf /3E σεεεσ ≦++=′′       (4) 

図－9は，計算値 sfaQ 及び実験値 expQ と変形角の関係で

ある。図中には， srQ ， swQ ， fQ ， aQ それぞれの計算

値も図示してある。図より， =R 5×10-3radまでは β =0

とするアーチ機構のみでせん断抵抗し，その後にトラス

機構が作用している。これにより図－6で示した包絡線

の比較において，試験体 No.5の耐力は試験体 No.1～No.4

と大きな違いが見られず，それ以降にトラス機構が作用

したことでせん断破壊に対する損傷防止を図れたといえ

る。なお，そのときのトラス機構負担率は，繊維シート

による fQ が最も高い。鋼板に関しては，横リブ部断面

積はもともと大きくないため， srQ は swQ より負担率が

小さい。いずれにしても，試験体 No.1及び No.2で過大

評価の傾向もあったが，最大耐力などを含めた全体的な

実験値の傾向を計算値は概ね捉えることができているこ

とから，横リブ部は帯筋と見なしこれをウェブ部及び繊

維シートの補強量に累加した値を用いてせん断耐力を評

価することができると考える。 
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5.3 設計法 

 5.2節の結果を受け，本節では表－2の降伏強度を用い

て計算するための手法を検討した。具体的には，ウェブ

部降伏強度の評価法であり，4.3 節の結果から式(5)で示

すように低減係数 sα を乗じる必要がある。その sα とし

て，ひずみ測定結果より 1/2 程度と考えられるが，既往

研究

1)
との整合性及び安全側を配慮して sα ＝1/3 を採用

して計算した。その他として，横リブ部の sσ は表－2の

降伏強度を，繊維シートの fσ は fdfdE ε⋅ で求めるが，

fdε は 4.3節の結果から式(2)を用いる。 

   ffsswsssrsfsf PPPP σσασσ ⋅⋅⋅⋅=⋅ ＋＋    (5) 

図－10は，正側最大耐力と計算値の関係であり全試験体

をプロットした。図より，No.5 及び No.6 を含めて計算

値は実験値に対して±20％の範囲内にあった。従って，

最大耐力は，式(3)の算定においてウェブ部の sswP σ⋅ に

sα ＝1/3を乗じれば評価が可能といえる。なお，試験体

No.1及び No.2の計算値に対する安全率は試験体 No.3及

び No.4より小さく，繊維シートと接着剤との含浸性につ

いては今後も検討を積み重ねていく必要がある。 

 

6.まとめ 

 分割された薄肉鋼板の端部にリブを付設し繊維シート

を貼り付けたせん断補強材の補強効果を把握するための

パイロット実験として，せん断挙動の把握を目的とした

逆対称曲げせん断実験を行った。帯筋タイプ試験体との

比較から，次のことが明らかとなった。 

(1) 比較用の帯筋タイプ試験体は， =R 15×10-3rad時に

脆性的なせん断破壊を示した。これに対して本試験

体は =R 33×10-3radまで顕著な耐力低下を示すこと

なく，変形性能に優れたせん断破壊であった。これ

は，鋼板にリブを付設することで面外剛性が高まり，

コンクリートに対する横拘束効果が発揮してせん

断破壊の損傷を抑制できたためと考える。 

(2) 本工法におけるせん断抵抗として，鋼板横リブ部は

帯筋と見なし，鋼板ウェブ部は降伏強度に低減率 1/3

を乗じ，これらの補強量を繊維シート補強量に累加

したトラス機構を考え，終局強度型耐震設計指針の

終局せん断強度式を準用して実験値と計算値の関

係を検証した。その結果，計算値は実験値最大耐力

を概ね捉えることができていた。 
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